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　設定来の基準価額の推移
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インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
追加型投信／内外／株式

※基準価額は1万口当たり、作成基準日現在、年率1.705％（税抜1.55％）の信託報酬控除後です。

※分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものです。

※グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆または保証するものではありません。

 基準価額 16,006 円

 純資産総額 43.0 億円

※基準価額は1万口当たりです。

　騰落率

1ヵ月前 3ヵ月前 6ヵ月前 1年前 3年前 設定来

分配金再投資基準価額 5.87% 22.77% 6.86% 15.89% 66.19% 66.59%

参考指数 5.47% 18.24% 3.91% 16.30% 78.14% 84.53%

※騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3年前の各月の月末および設定日との比較です。

※分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口当たりの当初設定元本との比較です。

※参考指数は、MSCI World Index（配当込み）〔円換算後〕です。

※参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しております。

※参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）を乗じて算出しております。

※MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI Inc.に

帰属します。またMSCI Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

　ポートフォリオ構成比率

株式 95.7%

(内国内株式） (24.2%)

(内外国株式） (71.5%)

(内先物） (0.0%)

投資信託証券 0.0%

4.3%

組入銘柄数 107銘柄 

短期金融商品その他

※当ファンドの純資産総額に対する比率です。

※投資信託証券には、インフラ投資法人

が含まれます。

　最近5期の分配金の推移

2023/06/20 0 円

2023/12/20 0 円

2024/06/20 200 円

2024/12/20 200 円

2025/06/20 200 円

設定来合計 600 円

※分配金は1万口当たり、税引前です。

運用状況等によっては分配金額が変わる場合、

或いは分配金が支払われない場合があります。

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（1/10）  553349



販売用資料 ＜月次運用レポート＞ 2025年7月31日現在

※各比率は、当ファンドの純資産総額に対する比率です。（テーマ別構成比率を除く）

※国・地域は、発行国を表示しています。

※テーマ分類は、当社独自の考え方により銘柄を分類しているものです。

※組入上位10通貨は、作成基準日における純資産に対する各通貨残高の比率で、基準日に未決済の為替取引は含まれておりません。

※株式および投資信託証券の時価総額に

対する比率です。

テーマ別の組入上位5銘柄

　防災・減災インフラ

銘柄名 国・地域 比率

1 モトローラ・ソリューションズ 米国 1.5%

2 シュナイダーエレクトリック フランス 1.4%

3 日立製作所 日本 1.4%

4 三菱電機 日本 1.2%

5 エムコア・グループ 米国 1.1%

　医療インフラ

銘柄名 国・地域 比率

1 ボストン・サイエンティフィック 米国 1.5%

2 サンド・グループ スイス 1.5%

3 アップル 米国 1.5%

4 ガルデルマ・グループ スイス 1.1%

5 ジェイビル 米国 1.1%

　環境インフラ

銘柄名 国・地域 比率

1 フジクラ 日本 1.6%

2 アルガン 米国 1.5%

3 三菱重工業 日本 1.4%

4 ナイソース 米国 1.3%

5 日本製鋼所 日本 1.3%

　デジタルインフラ

銘柄名 国・地域 比率

1 マイクロソフト 米国 2.9%

2 オラクル 米国 2.1%

3 アルファベット 米国 1.7%

4 アジリシス 米国 1.5%

5 Q2ホールディングス 米国 1.2%

　テーマ別構成比率

テーマ 比率

防災・減災インフラ 26.3%

環境インフラ 25.6%

医療インフラ 22.8%

デジタルインフラ 25.3%

　組入上位10ヵ国・地域

国・地域 比率

1 米国 54.9%

2 日本 24.2%

3 スイス 4.3%

4 アイルランド 2.5%

5 ドイツ 2.0%

6 オランダ 1.6%

7 フランス 1.4%

8 カナダ 1.2%

9 ルクセンブルク 0.9%

10 英国 0.9%

　組入上位10通貨

通貨 比率

1 米ドル 63.4%

2 円 25.7%

3 スイスフラン 4.8%

4 ユーロ 4.2%

5 ポンド 1.0%

6 カナダドル 0.6%

7 デンマーククローネ 0.3%

8 スウェーデンクローナ 0.0%

9 　　　　　　－ －%

10 　　　　　　－ －%

　組入上位10銘柄

銘柄名 テーマ 国・地域 比率

1 マイクロソフト デジタルインフラ 米国 2.9%

2 オラクル デジタルインフラ 米国 2.1%

3 アルファベット デジタルインフラ 米国 1.7%

4 フジクラ 環境インフラ 日本 1.6%

5 モトローラ・ソリューションズ 防災・減災インフラ 米国 1.5%

6 アルガン 環境インフラ 米国 1.5%

7 ボストン・サイエンティフィック 医療インフラ 米国 1.5%

8 サンド・グループ 医療インフラ スイス 1.5%

9 アジリシス デジタルインフラ 米国 1.5%

10 アップル 医療インフラ 米国 1.5%

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
追加型投信／内外／株式
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　ファンドマネージャーのコメント

＜投資環境と今後の見通し＞

7月の米国株式市場は上昇しました。月初に発表された非農業部門雇用者数が市場予想を上回ったことで労働市場の堅調さが意識さ

れ、株価は上昇しました。半導体設計ソフトの対中輸出規制が撤回されたことで、半導体関連株が市場全体の上昇をけん引しました。中

旬には、６月の消費者物価指数（CPI）の上昇率が前月よりも加速したことで、関税政策による物価上昇が顕在化しつつあるとの見方が

浮上し、株価上昇が一服する局面も見られました。しかし、下旬には、米国と日本や欧州連合（EU）との関税交渉の合意が発表されたこと

で、関税による景気悪化懸念が和らぎ、株価は続伸しました。

7月のドル/円相場は上昇（ドル高・円安)しました。上旬は、大型の減税・歳出法案が成立したことによる米金利の上昇を受けて、ドル/

円は上昇しました。中旬に発表された米CPIが市場予想を上回り、インフレ圧力が意識されて米金利が一段と上昇したことから、ドル/円

は一時149円台に乗せました。相互関税の発動期限が近づくにつれて米景気への懸念が高まりドル/円は反落しましたが、米国が日本や

EUと関税交渉の合意に至ると再び149円台を回復しました。

今後の米国株式市場は、堅調な展開が続くと見ています。慎重姿勢をとっていた投資家からの資金流入が継続することで、株価水準が

切り上がっていく展開を想定しています。今後は、関税交渉への市場の注目度が低下し、企業業績への注目度が高まっていくと思われま

す。米国企業の業績は堅調に推移すると見込まれるほか、金融緩和の再開や景気回復への期待もあり、株価の上昇基調が維持されると

予想します。

インフラ関連銘柄については、防災・減災インフラ株およびデジタルインフラ株は底堅い推移を想定します。一方、環境インフラ株と医療

インフラ株は、米国トランプ政権の再生可能エネルギーに対する消極的な姿勢や薬価引き下げ政策への懸念から、変動の大きい展開が予

想されます。

＜運用経過と今後の運用方針＞

7月は、株価上昇により高値警戒感が強まった日本の環境関連銘柄の一部利益確定を行いました。一方、防災・減災インフラ銘柄に位置

付けられる日本の重電株について保守的な会社計画が上方修正される可能性が高いと考えて買い付けを行いました。

当ファンドでは、日本を含む世界の取引所上場株式等のなかから、防災・減災インフラ、環境インフラ、医療インフラ、デジタルインフラの

4テーマに関連する企業の株式等に投資を行います。銘柄選定については、各テーマに関わる企業の技術、製品、成長性、収益等に着目

し、セクターやマーケット動向を勘案して組入銘柄や組入比率を決定します。

※ 今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。また、市場環境等についての評価、

分析等は、将来の運用成果を保証するものではありません。

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
追加型投信／内外／株式

当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（3/10）  553349



　ファンド情報

設　定　日 2021年12月20日

償　還　日 2031年12月19日

決　算　日 毎年6月20日および12月20日（休業日の場合は翌営業日）

　ファンドの特色（1）

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
追加型投信／内外／株式
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　ファンドの特色（2）

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
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当レポートは10枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。（5/10）  553349



　投資リスク（1）
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　投資リスク（2）

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
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　お申込みメモ

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
追加型投信／内外／株式
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　ファンドの費用

　委託会社および関係法人の概況

委 託 会 社 ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社　 （ファンドの運用の指図を行います。）

金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

受 託 会 社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
追加型投信／内外／株式
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日本証券業
協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

（金融商品取引業者）

岡三にいがた証券株式会社 関東財務局長（金商）第169号 ○

商号 登録番号

加入協会

　販売会社について

受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱
い、解約請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。

　ご注意

・ 本資料はＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説
明書（交付目論見書）をお渡ししますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますよ
うお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所につきましては「販売会社について」でご確認ください。

・ 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証
するものではありません。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示す
ものではありません。

・ 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針
通りの運用が行われない場合もあります。

・ 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありま
せん。

インフラ関連グローバル株式ファンド（愛称 にいがたインフラサポート）
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